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新
型
肺
炎
ウ
イ
ル
ス
の
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク

化
、
米
中
対
立
の
長
期
化
、
英
国
の
Ｅ
Ｕ

離
脱
な
ど
国
際
環
境
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
が

激
変
す
る
時
代
に
は
、
激
変
に
耐
え
う
る

「
強
固
な
日
本
経
済
」
構
築
が
不
可
欠
で

す
。「
強
固
な
日
本
経
済
」
は
「
強
固
な

地
方
」
な
し
に
、「
強
固
な
地
方
」
は
「
強

固
な
現
場
」
な
し
に
あ
り
え
ま
せ
ん
。
金

属
労
協
の
「
地
方
に
お
け
る
政
策
・
制
度

課
題
2
0
2
0
」
は
、
地
方
連
合
会
金
属

金
属
労
協﹁
地
方
に
お
け
る
政
策
・
制
度
課
題
2
0
2
0
﹂の
紹
介

部
門
連
絡
会
や
金
属
の
都
道
府
県
別
組
織

が
、
地
方
連
合
会
を
通
じ
て
自
治
体
に
対

し
、「
強
固
な
地
方
」「
強
固
な
現
場
」
の

た
め
の
政
策
を
迫
る
た
め
の
取
り
組
み
メ

ニ
ュ
ー
と
し
て
、
作
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。

地
方
政
策
の

取
り
組
み
の
進
め
方

　

地
方
政
策
実
現
の
手
順
と
し
て
は
、
地

方
連
合
会
金
属
部
門
連
絡
会
あ
る
い
は
産

浅
井 

茂
利

金
属
労
協
政
策
企
画
局
主
査

特
集
3

別
の
地
方
組
織
が
、
地
方
連
合
会
の
政
策

へ
の
盛
り
込
み
を
図
る
と
い
う
の
が
基
本

で
す
。
個
別
項
目
ご
と
よ
り
も
、
地
方
連

合
会
事
務
局
に
「
地
方
に
お
け
る
政
策
・

制
度
課
題
2
0
2
0
」
の
網
羅
的
な
検
討

を
働
き
か
け
た
ほ
う
が
、
採
用
さ
れ
や
す

い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

金
属
以
外
の
組
合
の
理
解
も
重
要
で
す
。

当
初
は
意
見
対
立
の
少
な
い
も
の
づ
く
り

産
業
政
策
を
中
心
に
取
り
組
み
、
金
属
以

外
の
組
合
と
情
報
交
換
・
意
見
交
換
を
重

ね
た
の
ち
、
意
見
の
一
致
し
な
い
項
目
に

つ
い
て
も
、
理
解
を
得
る
よ
う
取
り
組
ん

で
い
く
こ
と
が
大
事
で
す
。

　

ま
た
、
金
属
の
都
道
府
県
別
組
織
や
産

別
地
方
組
織
が
、
自
治
体
の
首
長
・
担
当

部
局
、
国
の
出
先
機
関
な
ど
と
懇
談
す
る

機
会
に
働
き
か
け
を
行
っ
た
り
、
支
援
す

る
地
方
議
会
議
員
を
通
じ
て
実
現
を
め
ざ

す
と
い
う
方
策
も
あ
り
ま
す
。

すでに存在するのかどうか、その政策は効果
をあげているのかどうかをチェックするのに
きわめて有効な仕組みです。
　ただし、すべての事業ではなく、主要な事
業についてだけ、シートの作成・公表を行っ
ている自治体が多く、そうした場合には、シ
ートが作成されていない事業の中に、無駄な
事業、効果の少ない事業が含まれている可能
性があります。自治体に対し、すべての事業
に関し、網羅的なシートの作成を促し、これ
を活用して、既存事業の費用対効果などをチ
ェックし、ライバル自治体、近隣自治体を含
む他の自治体との比較を行っていくことがき
わめて有効です。

③ＰＤＣＡサイクルを機能させる
　地方自治体に対する要請項目が、一回の要
請活動で実現することはまずありません。担
当部局として本来は賛成なのだが、予算など
の関係で否定的な公式見解を示さざるを得な
い場合もあります。否定的な見解にひるむこ
となく、次の機会に備えることが重要です。
首長や担当部局から示された見解を精査し、
金属労協本部とも相談しながら、これを打ち
破るためのロジックを組み立て、データを揃
え、次の機会により強力な主張が展開できる
ようにしていきます。

④�ねばり強い取り組みで政策実現を勝ち
取る

　「中小企業に対する支援を拡充せよ」「設
備投資促進策を拡充せよ」などといった基
本的な方向性に関する政策・制度要求につ
いては、地方自治体と労働組合の見解が異
なっていることは少ないので、前向きな見解
を引き出すことができると思いますが、具体
的でかつ実施予定のない政策は、簡単に実
現するものではありません。この「地方政策
実現に向けた取り組みの進め方」を参考に、
ねばり強い取り組みを進めていきます。
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的
地
位
の
濫
用
、
不
適
切
な
取
引
の
状
況

な
ど
に
関
し
情
報
提
供
し
、
意
見
交
換
を

行
い
、
取
り
組
み
強
化
を
求
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。
反
応
が
芳
し
く
な
い
場

合
に
は
、
そ
う
し
た
状
況
を
地
方
自
治
体
、

経
済
産
業
局
、
地
方
議
員
な
ど
に
伝
え
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

＊�

公
契
約
に
お
け
る
下
請
法
、
下
請
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
、
自
主
行
動
計
画
な
ど

に
準
拠
・
遵
守
し
た
適
正
取
引

　

公
契
約
と
り
わ
け
情
報
サ
ー
ビ
ス
や
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
の
契
約
で
は
、
予
算
執
行
時

期
の
関
係
か
ら
短
納
期
発
注
が
行
わ
れ
や

す
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
公
契
約
は
下
請

法
の
対
象
外
で
す
が
、
下
請
法
や
下
請
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
、
自
主
行
動
計
画
な
ど
に
準

拠
・
遵
守
し
た
適
正
取
引
が
行
わ
れ
る
よ

う
、
体
制
整
備
と
意
識
改
革
を
進
め
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
自
治
体
が
行
っ
た

入
札
や
公
契
約
が
適
正
か
ど
う
か
審
査
す

る
委
員
会
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
係
の
実
務
の
専

門
家
を
加
え
る
こ
と
も
重
要
で
す
。

＊�

防
災
・
減
災
体
制
の
一
層
の
強
化
と

予
算
の
拡
充

＊�

災
害
対
応
に
お
け
る
生
活
再
建
最
優

先
の
徹
底
、
お
よ
び
地
方
自
治
体
と

協
力
し
た
住
民
支
援

　

消
防
庁
の
「
地
方
防
災
行
政
の
現
況
」

を
見
る
と
、
自
治
体
の
防
災
体
制
の
状
況

は
か
な
り
の
違
い
が
あ
り
ま
す
。
住
民
参

加
の
下
、
他
の
自
治
体
の
状
況
と
比
較
し

な
が
ら
チ
ェ
ッ
ク
を
行
い
、
必
要
な
対
策

の
強
化
、
予
算
の
拡
充
を
行
っ
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

具
体
的
な
取
り
組
み
項
目

　

詳
細
は
金
属
労
協
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
の
「
地
方
に
お
け
る
政
策
・
制
度
課
題

2
0
2
0
」
を
ご
覧
い
た
だ
き
た
い
と
思

い
ま
す
が
、
こ
こ
で
は
特
徴
的
な
取
り
組

み
項
目
を
い
く
つ
か
ご
紹
介
し
ま
す
。　

も
の
づ
く
り
を
中
心
と
し
た
地

域
経
済
発
展
の
基
盤
づ
く
り

＊
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
な
ど
の
拡
充

　

自
治
体
で
は
、
地
元
企
業
に
就
職
し
た

人
の
奨
学
金
返
還
に
対
す
る
支
援
制
度
を

設
け
て
い
ま
す
が
、
製
造
業
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
産

業
に
就
職
し
た
者
、
県
内
・
県
内
大
学
出

身
者
は
対
象
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
の

で
、
対
象
に
含
め
る
よ
う
に
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
支
援
金
額
も
国
の
制
度
紹
介

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
で
は
、
イ
メ
ー
ジ
と
し
て

1
5
0
万
円
を
挙
げ
て
お
り
、
数
十
万
円

の
自
治
体
は
増
額
を
検
討
す
べ
き
で
す
。

＊�

公
正
取
引
委
員
会
地
方
事
務
所
に
対

す
る
情
報
提
供
・
意
見
交
換

　

政
府
は
下
請
法
・
下
請
中
小
企
業
振
興

法
の
強
化
、
手
形
に
関
す
る
通
達
の
見
直

し
（
支
払
い
は
可
能
な
限
り
現
金
、
手
形

サ
イ
ト
は
将
来
的
に
60
日
以
内
に
）、
業
界

団
体
に
よ
る
自
主
行
動
計
画
の
策
定
、
業

種
別
下
請
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
訂
、「
型
」

管
理
の
適
正
化
に
向
け
た
ア
ク
シ
ョ
ン
プ

ラ
ン
の
策
定
な
ど
「
世
耕
プ
ラ
ン
」
を
進

め
て
い
ま
す
が
、
局
面
は
大
き
く
変
わ
っ

て
い
ま
せ
ん
。

　

全
国
に
８
箇
所
の
公
正
取
引
委
員
会
地

方
事
務
所
と
懇
談
の
機
会
を
設
け
、
優
越

地方政策を要請する際のポイント

①�首長や担当部局、地方議会議員の
「心を動かす」ことが重要
　政策要請を行う場合、その中身により、次
のような分類ができます。
　❶基本的な方向性に関する政策
　❷ 地方自治体がすでに進めようとして

いる政策
　❸ 具体的でかつ地方自治体として実施

予定のない政策
　❶、❷の政策であれば、前向きな見解を引
き出すことは比較的容易です。しかしながら、
❸の政策を要請する場合、首長から100％否
定的な見解が示されることは少ないものの、
担当部局からは、さまざまな「できない理由」
が示されるはずです。
　こうした場合、首長や担当部局、地方議会
議員の「心を動かす」ことが決定的に重要と
なります。こうした人々に、「そうだったのか」
「そのとおりだ」「それでいこう」と感じても
らえるよう、具体的なデータや写真を示し、
現場の声を伝え、他の都道府県の実施状況と
比較する、といったことが必要です。自治体
が情報を持っていないようであれば、まずは
調査からはじめるよう、求めていくことも有
効です。

②�「行政事業レビューシート」の活用が
重要

　国では、各府省が実施している約5,000
の事業すべてについて、目的や事業概要、予
算額・執行額、内訳、成果目標・成果実績、
単位あたりコスト、政策評価、点検・改善結
果、支出先などを記載した「行政事業レビュ
ーシート」を作成し、ホームページで公表し
ています。都道府県、市区町村でも、名称は
さまざまですが、これに相当するシートを作
成・公表している地方自治体、あるいは個別
事業の予算の詳細な根拠を示した資料を公表
している自治体は少なくありません。労働組
合から要請しようとする政策に類似の政策が
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災
害
時
に
関
す
る
企
業
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事

業
継
続
計
画
）
で
は
、
従
業
員
の
生
活
再

建
を
最
優
先
に
す
る
と
と
も
に
、
あ
ら
か

じ
め
企
業
が
自
治
体
と
協
力
協
定
を
締
結

し
、
企
業
が
円
滑
に
従
業
員
に
よ
る
被
災

住
民
支
援
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
地
元
産
業
界
・
企
業
に
対
し
働
き

か
け
を
行
う
こ
と
も
重
要
で
す
。

地
域
に
お
け
る
も
の
づ
く
り
産
業

の
具
体
的
強
化
策

＊�

カ
イ
ゼ
ン
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
養
成

ス
ク
ー
ル
の
開
設

　

製
造
業
の
下
請
事
業
者
の
う
ち
、
カ
イ

ゼ
ン
活
動
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
は

実
質
的
に
は
２
割
程
度
と
見
ら
れ
ま
す
。

中
小
企
業
で
は
、
カ
イ
ゼ
ン
、
ム
ダ
と
り
、

３
Ｓ
な
ど
カ
イ
ゼ
ン
活
動
が
徹
底
さ
れ
て

お
ら
ず
、
生
産
性
向
上
、
付
加
価
値
拡
大

の
余
地
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

カ
イ
ゼ
ン
活
動
に
取
り
組
む
た
め
に
は
、

外
部
専
門
家
に
よ
る
指
導
も
重
要
で
す
が
、

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
費
用
を
捻
出
で
き
な
い

場
合
も
多
く
、
も
の
づ
く
り
企
業
の
Ｏ
Ｂ

な
ど
を
カ
イ
ゼ
ン
活
動
の
指
導
者
（
カ
イ

ゼ
ン
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
）
と
し
て
養
成

し
、
中
小
企
業
に
派
遣
す
る
た
め
の
「
カ

イ
ゼ
ン
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
養
成
ス
ク
ー

ル
」
が
全
国
16
カ
所
（
2
0
1
9
年
度
）

に
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。
経
済
産
業
省
の

補
助
金
は
2
0
1
9
年
度
で
終
了
し
ま
し

た
が
、
中
小
企
業
の
生
産
性
の
向
上
、
付

加
価
値
の
拡
大
に
大
き
な
成
果
を
あ
げ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
活
動
の
継
続
、
全

国
で
の
設
置
に
向
け
、
自
治
体
の
支
援
が

重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。
地
元
企
業
全
体

の
「
カ
イ
ゼ
ン
力
」
を
高
め
る
こ
と
は
、

生
産
拠
点
と
し
て
の
地
域
の
魅
力
を
高
め

る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
。

＊�

も
の
づ
く
り
マ
イ
ス
タ
ー
の
活
用
拡
大

　

工
業
高
校
な
ど
に
対
す
る
「
も
の
づ
く

り
マ
イ
ス
タ
ー
」
に
よ
る
実
技
指
導
は
、受

講
者
の
べ
人
数
が
和
歌
山
県
で
は
3
3
9

0
人
と
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
岩
手
県

で
は
3
0
5
人
に
止
ま
る
な
ど
、
違
い
が

大
き
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
他
の
自
治
体

に
比
べ
実
績
が
少
な
い
場
合
に
は
、
職
業

能
力
開
発
協
会
に
対
し
活
動
の
拡
大
を
促

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

＊�

中
小
企
業
で
働
く
若
者
の
技
能
五
輪

へ
の
挑
戦
支
援

　

技
能
五
輪
全
国
大
会
の
参
加
者
数
は
、

2
0
0
人
超
の
愛
知
県
か
ら
、
２
名
の
和

歌
山
、
鳥
取
、
高
知
ま
で
、
地
域
差
が
著

し
い
状
況
に
あ
り
、
都
道
府
県
の
特
色
に

よ
る
違
い
を
超
え
た
格
差
が
あ
る
よ
う
に

思
わ
れ
ま
す
。
と
り
わ
け
中
小
企
業
に
働

く
若
者
が
技
能
五
輪
全
国
大
会
、
技
能
五

輪
国
際
大
会
に
積
極
的
に
挑
戦
で
き
る
よ

う
、
育
成
の
段
階
か
ら
支
援
を
拡
充
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

愛
知
県
で
は
、
2
0
1
9
年
度
、
2
0

2
0
年
度
の
技
能
五
輪
全
国
大
会
の
地
元

開
催
を
踏
ま
え
、「
技
能
五
輪
全
国
大
会
・

全
国
ア
ビ
リ
ン
ピ
ッ
ク
選
手
育
成
支
援
事

業
助
成
金
」
を
設
け
て
い
ま
す
が
、
こ
う

し
た
支
援
が
全
国
で
、
恒
久
的
に
実
施
さ

れ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

＊�

海
外
事
業
展
開
を
図
ろ
う
と
す
る

地
元
企
業
支
援

　

日
本
企
業
の
海
外
拠
点
に
お
け
る
労
使

紛
争
が
頻
発
し
て
い
ま
す
が
、
と
り
わ
け

憂
慮
さ
れ
る
の
は
、
す
べ
て
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
加

盟
国
に
遵
守
が
求
め
ら
れ
て
い
る
４
つ
の

中
核
的
労
働
基
準
（
結
社
の
自
由
・
団
体

交
渉
権
、
強
制
労
働
の
禁
止
、
児
童
労
働

の
廃
止
、
差
別
の
排
除
）、
な
か
で
も
結

社
の
自
由
・
団
体
交
渉
権
に
対
す
る
抵
触

で
す
。

　

明
確
な
国
内
法
違
反
も
増
え
て
い
ま
す

が
、
中
核
的
労
働
基
準
に
は
明
ら
か
に
抵

触
す
る
も
の
の
、
国
内
法
違
反
と
は
言
い

切
れ
な
い
場
合
も
多
く
、「
国
内
法
に
違
反

し
な
け
れ
ば
よ
い
」
と
い
う
意
識
が
、
国

内
法
よ
り
も
優
先
す
べ
き
国
際
法
違
反
の

行
為
を
放
置
す
る
こ
と
に
つ
な
が
っ
て
い

ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
労
使
紛
争
は
、
海
外
現
地
法

人
の
日
本
人
出
向
者
や
現
地
の
経
営
者
、

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
中
核
的
労
働
基
準
へ
の

理
解
・
認
識
の
不
足
、
労
使
対
話
の
欠
如

か
ら
生
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
金
属
労
協

で
は
、
海
外
拠
点
に
お
け
る
建
設
的
な
労

使
関
係
構
築
に
向
け
、
日
本
国
内
お
よ
び

タ
イ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
労
使
参
加
の
セ

ミ
ナ
ー
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
て

い
ま
す
。
自
治
体
の
海
外
事
務
所
が
タ
イ
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の

駐
在
員
に
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
へ
の
参
加
を

促
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

地
域
活
性
化
に
向
け
た
ふ
る
さ

と
納
税
の
活
用

　

ふ
る
さ
と
納
税
の
使
途
は
、

● 

専
門
高
校
の
産
業
教
育
設
備
の
購
入
・

更
新
・
修
繕
の
費
用
。

● 

自
治
体
独
自
の
給
付
型
奨
学
金
の
創

設
・
拡
充
な
ど
、
子
ど
も
の
貧
困
・
進

学
格
差
対
策

● 

農
産
物
、
工
業
製
品
を
問
わ
ず
、
返
礼

品
＝
試
供
品
と
し
て
の
地
元
産
品
の

活
用

と
い
っ
た
通
常
で
は
予
算
が
確
保
さ
れ
に

く
い
教
育
予
算
や
産
業
振
興
な
ど
、
地
域

活
性
化
に
資
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

　

ふ
る
さ
と
納
税
の
当
初
の
意
図
は
、「
地

方
の
ふ
る
さ
と
で
生
ま
れ
、
教
育
を
受
け
、

育
ち
、
進
学
や
就
職
を
機
に
都
会
に
出
て
、

そ
こ
で
納
税
を
す
る
」
の
を
地
方
に
還
元

す
る
と
い
う
こ
と
で
す
か
ら
、
こ
う
し
た
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使
途
は
、
ま
さ
に
趣
旨
ど
お
り
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。

工
業
高
校
教
育
の
強
化

＊
産
業
教
育
設
備
予
算
の
拡
充

　

工
業
高
校
の
重
要
性
は
ま
す
ま
す
高
ま

っ
て
い
ま
す
が
、
実
験
実
習
設
備
は
老
朽

化
し
、
予
算
の
制
約
に
よ
り
更
新
や
修
繕

が
困
難
と
な
っ
て
い
ま
す
。
工
業
高
校
の

見
学
、教
職
員
と
の
情
報
交
換
・
意
見
交
換
、

都
道
府
県
の
産
業
教
育
設
備
予
算
の
確
認

な
ど
を
行
っ
た
上
で
、
予
算
の
拡
充
を
要

請
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

奈
良
県
や
三
重
県
で
は
、
工
作
機
械
メ

ー
カ
ー
と
協
定
を
締
結
し
、
県
内
工
業
高

校
に
対
し
、
同
時
５
軸
加
工
機
な
ど
最
先

端
マ
シ
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
の
無
償
貸
与
、

各
種
機
材
の
提
供
、
担
当
指
導
職
員
へ
の

指
導
、
実
習
・
課
題
研
究
や
技
能
検
定
講

習
へ
の
講
師
派
遣
を
受
け
て
い
ま
す
。
各

都
道
府
県
で
も
、
そ
う
し
た
仕
組
み
の
構

築
を
検
討
す
べ
き
で
す
。

＊
専
攻
科
の
拡
充

　

高
等
学
校
で
は
、
卒
業
生
な
ど
を
対
象

に
専
攻
科
を
設
け
て
い
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
専
攻
科
卒

業
生
は
大
学
に
編
入
で
き
、
ま
た
科
目
履

修
に
よ
り
大
学
で
単
位
を
取
得
す
れ
ば
学

士
の
学
位
を
取
得
で
き
ま
す
。
修
業
年
限

は
２
年
が
多
い
で
す
が
、
普
通
科
以
外
の

高
校
2
2
8
1
に
対
し
、
専
攻
科
の
あ
る

学
校
は
1
3
4（
2
0
1
9
年
度
）
に
止

ま
っ
て
お
り
、
国
家
試
験
の
関
係
で
看
護

科
、
水
産
科
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
第

４
次
産
業
革
命
の
下
、
工
学
系
の
技
術
・

技
能
者
に
つ
い
て
も
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
系
の
リ
テ

ラ
シ
ー
が
不
可
欠
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
工
業
高
校
に
も
積
極
的
に
専
攻
科
を

設
置
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

＊�

工
業
高
校
、
工
業
高
等
専
門
学
校
卒

業
者
の
地
元
も
の
づ
く
り
産
業
で
の

再
就
職
支
援

　

工
業
高
校
や
工
業
高
等
専
門
学
校
の
卒

業
生
は
、
全
国
の
有
力
企
業
に
就
職
す
る

場
合
が
多
い
で
す
が
、
短
期
間
で
離
職
し

た
場
合
や
、
家
庭
の
事
情
で
地
元
に
転
職

す
る
必
要
が
あ
る
場
合
な
ど
の
た
め
、
母

校
が
地
元
で
の
再
就
職
を
支
援
す
る
シ
ス

テ
ム
の
構
築
が
有
効
で
す
。

＊
工
業
高
校
の
見
学

　

労
働
組
合
と
し
て
工
業
高
校
を
視
察

し
、
教
職
員
と
意
見
交
換
す
る
こ
と
は
、

自
治
体
へ
の
要
請
活
動
に
迫
力
を
も
た
せ

る
た
め
に
重
要
で
す
。
連
合
加
盟
の
高
等

学
校
教
職
員
組
合
を
通
じ
て
見
学
を
依
頼

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
な
い
場
合
に

は
支
援
す
る
地
方
議
会
議
員
な
ど
に
協
力

を
求
め
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

特
定
最
低
賃
金
の

取
り
組
み
強
化

＊�

組
織
内
に
お
け
る
特
定
最
低
賃
金
の

意
義
・
重
要
性
の
共
有
化
と
組
織
外

へ
の
発
信
強
化

　

特
定
最
低
賃
金
の
仕
組
み
は
大
変
複
雑

な
た
め
、
組
織
内
外
の
理
解
が
進
ん
で
い

な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。
組
織
内
で
は
金

属
労
協
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
な
ど
を
活
用
し
、

理
解
促
進
を
図
っ
て
い
く
と
と
も
に
、

●�

知
事
や
都
道
府
県
議
会
議
員
に
対
し
、

特
定
最
賃
の
意
義
・
重
要
性
に
つ
い
て

浸
透
を
図
る
。

●�

各
種
選
挙
の
候
補
者
と
政
策
協
定
を
締

結
す
る
場
合
、
特
定
最
賃
の
維
持
・
強

化
に
対
す
る
支
持
を
盛
り
込
む
。

●�

特
定
最
賃
の
新
設
・
金
額
改
正
の
申
出
・

審
議
の
際
、
都
道
府
県
庁
記
者
ク
ラ
ブ

に
お
い
て
記
者
会
見
・
説
明
会
を
行
う
。

な
ど
が
重
要
で
す
。

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援

＊�
学
童
保
育
の
拡
充
と
、
保
育
士
、
学

童
保
育
指
導
員
（
放
課
後
児
童
支
援

員
）
の
賃
金
・
労
働
諸
条
件
改
善

　

2
0
2
0
年
４
月
よ
り
、
放
課
後
児
童

支
援
員
（
学
童
保
育
指
導
員
）
の
数
や
資

格
に
関
す
る
基
準
が
、「
従
う
べ
き
基
準
」

か
ら「
参
酌
す
べ
き
基
準
」に
格
下
げ
さ
れ
、

無
資
格
者
に
よ
る
ワ
ン
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

も
可
能
と
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

●��

学
童
保
育
で
は
、
１
年
生
か
ら
６
年
生

ま
で
幅
広
い
学
年
の
児
童
が
１
部
屋
で

過
ご
し
て
い
る
場
合
も
あ
り
、
１
部
屋

40
人
を
超
え
て
い
る
と
こ
ろ
も
４
割
近

く
あ
る
。

●��

学
童
保
育
で
は
、
計
画
的
な
時
間
管
理

に
基
づ
き
、
児
童
の
学
年
や
ニ
ー
ズ
に

即
し
て
勉
強
や
遊
び
の
指
導
が
行
わ
れ

て
い
る
。

●�

病
気
や
ケ
ガ
が
発
生
し
た
場
合
、
緊
急

処
置
や
病
院
へ
の
搬
送
を
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
災
害
発
生
時
の
対
応
も
必

要
。

●�

放
課
後
児
童
支
援
員
は
指
導
の
準
備
や

片
付
け
は
も
と
よ
り
、
施
設
の
清
掃
な

ど
も
行
っ
て
い
る
。

な
ど
か
ら
す
れ
ば
、
ワ
ン
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ

ン
は
到
底
不
可
能
で
あ
り
、
従
来
の
「
従

う
べ
き
基
準
」
を
引
き
続
き
遵
守
す
る
よ

う
、
市
区
町
村
に
対
し
強
く
働
き
か
け
て

い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

　

な
お
、
国
の
「
放
課
後
児
童
支
援
員
等

処
遇
改
善
等
事
業
」、「
放
課
後
児
童
支
援

員
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
処
遇
改
善
事
業
」
を

活
用
し
て
い
る
市
区
町
村
は
そ
れ
ぞ
れ

3
0
0
超
に
止
ま
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
活

用
拡
大
も
必
要
で
す
。


